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綱 紀 ・ 懲 戒 手 続 に つ い て の 司 法 制 度 改 革 審 議 会 で の 主 な や り と り

第１３回審議会( )12.2.22

〇中坊委員 ・・・ 略）更に、五番目（

といたしましては、いわゆる弁護士自治

の強化と倫理の確立でありまして、弁護

、 、士自治というものが いわゆる人権擁護

そして社会正義を実現する意味におい

て、いかに官に対抗するという意味にお

、 、いて 必要な制度であるかということは

私自身痛感をしておるものであります。

これをもっと強化していく必要があり、

その意味における弁護士の自治の責任を

一層明確に意識してもらう体制にもって

いかなければいけない。弁護士倫理の確

立はすなわち自治の問題そのものであり

まして、いわゆる苦情処理から綱紀懲戒

手続の透明化、迅速化、あるいは公益活

動への推進といったようなことがすべて

このところに入ってくるのではないかと

思っております。

同時に、その内部的なことといたしま

しても、会員の弁護士会の調査に対する

協力義務を明確化したり、あるいは弁護

士会の会員に対する調査権限を強化する

といったようなことを弁護士会内部でも

直していただく必要があろうかと思って

おります。

以上が制度改革の接近障碍解消に関す

る主な提言であります ・・・ 略）。 （

・・・ 略）（

〇山本委員 ・・・ 略）（

もう一点ですが、弁護士活動の公益性

との関連で弁護士自治が認められ、した

がって、弁護士会は懲戒だとか除名だと

か、そういう権限をお持ちなんですね。

そこで同じ民主主義の政体をとっている

諸外国ではどうなっているのか、日本の

弁護士さんの自治とどういうふうに違う

のか教えていただきたいのですが。

〇中坊委員 多少誤解を招いたかもしれ

ませんので、私が申し上げておりますの

は、弁護士になぜ自治権が認められてい

るかと言いますと、それは官とか公とか

いう意味ではないんです。むしろ権力と

いう意味で、公権力というのは公であっ

ても、その中には要素として権力的作用

というのがあるでしょう。その権力的作

用が国家の名において行われたときに対

抗するものとして必要であろうという意

。 、味です それは非常によく出てくるのは

検察であるとか警察であるとか、そうい

う権力行使が非常に多いわけです。ある

いは税務行政でもそうですけれども、徴

収権とか、公は公であっても、公の中に

そういう権力的な行使という側面が内在

しておると。それはある意味において官

、 、かもしれないけれども いずれにしても

そういうものに対抗するということは必

要であろうと。これは諸外国もみんな同

じです。すべての弁護士という職業が、

そういう意味における反権力的と言う

か、権力のない者がその行使の濫用を防

止すると。これはいかなる社会において

も、健全に社会がいくためには必要なの

であって、そういう職業として弁護士と

いうものが位置づけられておって、その

意味において、監督権を与えたら、自分

が権力を行使してやる。

だから、明治時代からの弁護士の歴史

というのは、明治の初めは検事さんが弁

護士そのものの全部の監督官です。それ

、 、が検事正になり 昔の司法大臣に替わり

そして、戦後になってやっと弁護士の自

治というのが認められた。だから、戦後

の弁護士法の一番大きな改革は何かとい

うと、弁護士自治です。

それでは、日本ほど徹底した弁護士自

治は、実は諸外国では余り例を見ない。

その意味においては、占領軍がおったせ

いもありましょうけれども、徹底した弁

護士自治というものを昭和 年の法律24
によって完成させたんです。

だから、諸外国では例を見ないけれど

も、しかし、いかなる外国へ行っても、

弁護士というものが、そういうものであ

るということについては、みんな一致し

ています。現にアメリカでも「アカ」と
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7,000かいう表現を使われたら大変で、

人からのそういう方の弁護士がおるわけ

です。ＮＤＬとか何とか言いまして、ア

ーサー・キノイとか有名な人がいますけ

れども、そういうのが常に弁護士でやっ

ているでしょう。だから、いかなる社会

においても、この司法の社会においてそ

ういうことになっています。

その意味では私自身は坂本弁護士の例

もそのときでしたけれども、世界中で弁

護士ほど殺されている職業はないと言わ

れているくらい、日本ではめったなこと

では殺されないけれども、殺されている

ということで言えば、弁護士という職業

は圧倒的に多いんです。だから、弁護士

というのはそういう意味における権力に

対峙するという意味においてのもの。

私が先ほどから言っているのは、自治

との関係においてはその関係です。

集中審議２日目( )12.8.8
○石井委員 ・・・ 略） 次に 「③（ 、

懲戒制度の見直し」についてでありま

すが、懲戒制度は、弁護士会による行政

作用の最たるものでありまして、ユーザ

ーである国民が直接弁護士会等にアプロ

ーチできるほとんど唯一の機会でありま

す。これが開かれた制度であることは、

弁護士全体に対する国民の信頼を確保す

るために不可欠であるというふうに考え

られます。

一般的に言いまして、 人の人間200
がいるとその資質に問題があると思われ

る人が、その ％、つまり１人くらい0.5

はいるというふうに言われております。

つまり、何人か集まれば ％くらいは0.5
変なのが出てくるということなのです

が、したがって今後法曹人口が増加すれ

ば、法曹の使命を逸脱して、社会の期待

に背く者が出てくることは大いに想定し

なくてはならないということでありま

す。

こうした事態に備えた仕組みとしての

現在の懲戒制度は、懲戒処分を受けた弁

護士は裁判所による司法審査を受けるこ

とができるのに対し、懲戒請求をしたユ

ーザーは懲戒処分がなされない又は甘過

ぎることを不服として司法審査請求手続

をすることができない制度になっていま

す。このような不公平な制度は、制度構

築の在り方としてはいかがなものかと言

わざるを得ません。懲戒請求者も司法審

査を請求できるようにすることは当然で

あり、懲戒委員会や綱紀委員会の構成メ

ンバーの見直しといった制度改正が早急

に必要だと考えております。

「④ 弁護士会の指導・監督権限の強

化」でありますが、近年における懲戒処

分や弁護士による犯罪の増加に対応する

ため、弁護士会の会員に対する指導・監

督権限の強化を検討する必要があると思

います。これは、事前規制型から実効性

のある事後チェックへの移行という考え

方に沿うものであります。とりわけ、懲

戒制度に民主的なチェックを導入するも

のであれば、その反面として、充実した

証拠収集を行えるように、弁護士会側に

強制的な調査権限を付与することも検討

すべきであると思います。

今年の春、弁護士会の懲戒処分の不服

申立を受け、日弁連によって取り消され

た事例が報道されましたが、充実した調

査を可能にすることは、このような事例

の防止にも資するものと考えられます。

、 、また 弁護士に対する倫理観の徹底も

弁護士会の課題としては緊急性を帯びた

ものになっていることも、再度指摘して

おきたいと思います ・・・ 略）。 （

○吉岡委員 ・・・ 略）次に、もっ（

と大切な問題として、弁護士倫理の確立

の問題があります。弁護士倫理の確立と

弁護士会の責任といたしまして、司法の

抜本的改革の実現のために、弁護士人口

の大幅な増加が不可欠であるという、そ

のことが弁護士の質の低下につながらな

いようにしていく必要がある。特に、倫

理面での質の低下をカバーしていかなけ

ればいけないと考えております。そのた

めには、弁護士の登録後の専門研修の充

実、それと同時に職業的倫理の確保とい

う、そういう面での弁護士会の役割とい

うのは非常に重要ではないかと考えてお
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ります。

弁護士倫理確立のための方策といたし

まして、ルールが守られるための制度的

方策の実施、ルールの制定と周知徹底、

それからルールが守られなかった場合の

適正な制裁が考えられなければいけない

のではないかと考えます。

具体的にいいますと、弁護士業務活動

の各分野における具体的な倫理的行動基

準の必要性があります。やはり、個別分

野についてのスタンダードがつくられる

べきではないかと考えます。それから、

ルールづくりに向けた既存規定の見直し

の必要性、報酬規定の義務があっても、

実際に守られているのかどうかというこ

とについて、弁護士会がどれだけ把握し

ているのかという問題があります。それ

、 、から ロースクールができる場合ですが

ロースクールにおける法曹倫理教育が重

要になってくるのではないかと考えま

す。登録後の倫理研修の充実、ルール違

反が行われないための制度的方策、これ

が守られるようなシステムになるかどう

かということです。それから、ルールの

遵守状況についての弁護士会の把握がど

こまでできるかという点もあります。そ

れと同時に、市民参加の弁護士に対する

苦情処理窓口の充実が必要です。

それから、守られなかった場合の適正

な制裁については弁護士会の綱紀懲戒制

度が実際にはあるわけですが、これが実

効性を持つような工夫がされる必要があ

。 、るのではないかと考えます したがって

弁護士会の自律による職業倫理の確保と

いう観点から、倫理違反が疑われる事案

、 、について 弁護士会の調査権限を強化し

調査を受ける者の調査協力義務の明確化

などの措置がとられる必要があると思い

ます。

また、情報公開という観点からは、利

用者が悪質な弁護士に対する懲戒申立を

行いやすくするという観点から、懲戒手

続の広報や個々の弁護士の懲戒関係の情

報の適切な公開なども検討される必要が

あると思います。

資料３でございますが、３枚ほど用意

してございます 「弁護士の懲戒手続の。

流れ」につきましては、この審議会に日

弁連から提出されたものでございますけ

れども、非常に立派な懲戒手続を決めて

いらっしゃいます。ただ、懲戒等の委員

会に市民参加があるというふうにはなっ

てはいるのですけれども、この参加メン

バーが専門的な法律家というところにと

どまっているという問題がまだ残ってい

ると思います。

それから、実際の懲戒請求手続がどう

なっているのかという、これも数回前に

資料として配付されておりますが、懲戒

請求事件の件数一覧表が次のページに載

。 、せてございます この一覧表で見る限り

処分の数値が非常に低いという状況が読

み取れるのではないかと思います。そう

いう低い状態の中で、繰り返し懲戒を受

ける弁護士がいるということも聞いてお

ります。

参考資料の次のページでございます

が、複数回数の懲戒処分を受けた者がい

るかどうか、その人数がどうかというこ

30とを問い合わせましたところ、昭和

年以降で 人ということで、その内112
容を見ますと、２回が一番多い 人で84
ございますが、極端な場合は６回がいる

という状況が報告されております。

こういうことを考えますと、数が少な

いだけではなくて、複数懲戒処分を受け

るというところに質の問題があるという

ことが分かるのではないかと思います。

それから、除名・退会命令処分を受けた

者の人数とか、その後資格を回復した者

がいるかどうか、これについても問い合

わせてみたのですが、資格を回復した者

は比較的少ないという数値が出ておりま

す ・・・ 略）。 （

○水原委員 会長から、先ほど懲戒の問

題はどうかという御提言がございました

が、私もそれについて申し上げたいと思

います。

先ほど石井委員の御報告でもございま

、 、したとおり たくさんの人間が集まれば

そのうちの ％の者には不心得者が出0.5
るというのが従前から言われているとい
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う御指摘でございました。人口が増えれ

ば増えるほど、不心得者が出てくること

を考えなければならないだろう。

ところで、現在の弁護士会における綱

紀懲戒制度というのは、まず綱紀委員会

で懲戒相当の議決があった場合には懲戒

委員会にかけられることになっておりま

す。しかし、綱紀委員会で懲戒不相当と

いうことになりますと、それで終結いた

します。それについての不服の申立の方

法も何もございません。

綱紀委員会での議決は、弁護士だけが

、 、議決権を持っておりまして 学識経験者

裁判官、検察官、吉岡委員から提出いた

だきました資料３に載っておりますが、

弁護士以外の者には議決権がございませ

ん。そういうことですから、綱紀委員会

の判断について何らかの不服の申立がで

きる制度を考えておく必要がないのだろ

うかということを感じます。

それから、その制度をどうするかとい

う問題ですけれども、たとえて言うなら

ば検察審査会的な、検察官が不起訴にし

た場合のそういう制度設計も一つの方法

としてあり得るのかなと。

この問題は避けて通れない問題だと思

いますので、十分御討議いただきたいと

思っております。

○中坊委員 吉岡さんの資料３を見て

も、綱紀委員会には学識経験者とか裁判

官とか検察官もお入りになっているよう

に書いてあるし、綱紀委員会の懲戒不相

当の議決に対しては、日本弁護士連合会

に異議の申立ができるというふうにこの

図面ではできるとなっています。

○水原委員 私が申し上げたのは、綱紀

委員会につきましては学識経験者が入っ

ております。ですけれども、これはあく

までも参考意見ということでございまし

て、議決権がないということでございま

す。参与員という形でございます。その

点が検討されるべきかなというふうに思

います。

○佐藤会長 先ほど石井委員も吉岡委員

も問題提起をされた事柄であり、今の水

原委員の御意見もありますので。

○中坊委員 それも弁護士自治というの

が関係しているので、いろいろな意味も

ありますから、一応、弁護士会の言い分

も聞いた上で御判断ください。

○佐藤会長 それはおっしゃるとおりで

す。重要な問題提起として、委員の御発

言があったということにしておきたいと

思います。

○鳥居委員 幾つか質問がありますが、

今の問題についての質問というか、意見

を申し上げますと、お医者さんが悪いこ

とをしたときには医道審議会というのに

かけられまして、最も厳しい場合には医

師免許の剥奪になります。そういう制度

を、今の弁護士制度を前提にしないで、

もっと大きくすべての司法制度を改革し

た後に考えられるべきではないかという

ふうに私は思うんです。

今の弁護士制度は先ほど来、中坊先生

が繰り返し去年から言っていることです

が、要するに歴史がありますから、その

歴史の中で弁護士会が自治を獲得してき

たという観点に立つと、うかつに弁護士

免許剥奪なんていうことは言えません

が、これからすべての制度を改革してい

った後に描かれる何らかの仕組みの中で

は、私はあってもいいのではないかと思

います ・・・ 略）。 （

第２８回審議会( )12.8.29

・・・ 略）（

〇水原委員 ありがとうございました。

もう１点、会長にお教えいただきたい

のですが、これは前に会長ではございま

45せんが、お尋ねしたのですけれども、

ページから ページのところでござい46
ます。綱紀と懲戒の問題でございます。

先ほど吉岡委員からもちょっと御発言が

ございました。

殊に ページ辺りでございますけれ46
ども、綱紀委員会に裁判官、検察官、学

識経験者若干名を参与員として参与させ

ておられます。しかし、参与員は出席し

て意見は述べられますけれども、議決権

の行使はできません。懲戒委員会は議決

権の行使ができることになっております
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が、綱紀委員会というのは、刑事訴追で

申すならば、起訴手続を取るか取らない

かという大変重要な委員会として承知い

たしております。そういうふうに起訴、

不起訴を決める極めて重要な役割を果た

している綱紀委員会の参与員に議決権を

お認めにならない理由はどういうところ

にあるのかなというところをお教えいた

だきたいことが一つ。

それから、その一番最後の方に 「さ、

らにその趣旨を生かすために外部委員

(参与員)について学識経験者だけではな

くユーザーサイドの意見を代弁する委員

(参与員)を入れるべきとの意見は十分検

討に値する」とおっしゃっておられなが

ら、綱紀委員会の参与員に対する議決権

については触れられておられないのは、

何か根拠があるのかなということで教え

ていただきたいのです。

〇日弁連(久保井会長) 先生の御指摘な

り、御疑問はよく理解できます。ただ、

現在の運用状況を見ますと、参与員の方

々の意見を振り切ってと言いますか、反

対を振り切って不起訴にしたということ

は、幸いにして出てきておりませんで、

参与員の先生方の御意見を大概は大変尊

重して行われています。だから、現状で

は議決権を与えるというところまで制度

を進めなくても、十分に綱紀委員会の責

任は健全に果たせているんじゃないかと

思っています。

それと、最終的な判断機関は懲戒委員

会ですから、その懲戒委員会の中に外部

の、裁判所、検察庁、学識経験者の外部

委員が正式に議決権を持って入っておら

、 、れますので 現時点では懲戒委員会でも

弁護士委員が多数決で押し切ったという

運用は全くなされておりませんで、健全

な運営がなされていますので、そこまで

は必要ないのではないかと思います。

ただ、学識経験者ということだけでな

くて、 世紀は市民の世紀と言われて21

いますから、参与員の方々に、あるいは

外部委員の中に、市民の方々も入ってい

ただかなければいけない時代が来つつあ

るのではないかという認識でおりまし

て、それは前向きにまた検討していく用

意はございます。

〇水原委員 よく分かりましたけれど

も、ならば、反対する者がいない、綱紀

委員会では部外の参与員の反対を押し切

ってまでやられるものではないとおっし

ゃる。そのとおりだと思いますが、だと

するならば、議決権をお与えになられて

もよろしいのではないかなと。その点に

ついては御検討はいただけないのだろう

かなという感じがいたします。これは感

想でございますので、御検討いただけれ

ばと。

〇日弁連(久保井会長) 先生の御意見と

して、また、検討はさせていただきたい

と思います。

・・・ 略）（

〇髙木委員 ・・・ 略）（

それから、日弁連の方にお尋ねしたい

のですが、弁護士さんについて私どもも

いろんな付き合いがありましたりして、

中にはこんな弁護士さん、世の中におっ

ていいのかと、表現は余りよくないんで

すが、例えば、懲戒手続ということで綱

紀委員会で取り上げ、あるいは懲戒委員

会までやっていただくケースまでいく、

そんな経験は余りないのですけれども、

いずれにしても、懲戒委員会で結論が出

され、そこでお構いなしということにさ

れたらそれで終わってしまうんですね。

いわゆるギルドとしての弁護士会の自治

というものとの関わりがあるので大変難

しい議論になる、一方、懲戒の判定をさ

れた弁護士さん御本人は、裁判所に訴え

ることができる。その辺のバランスみた

いなことについて、ちょっとおかしいん

じゃないかというようなことを言われる

方がおられるのですが、その辺について

どのようにお考えなのか。

法務省で法人化の議論をいろいろなさ

っておられるということが書いてあっ

12て 規制緩和の第３次計画では 平成、 、

年度中に法的措置にメドをつける、現在

、も 年度の半分が過ぎたところですが12
このペーパーを拝見すると、現在検討中

という表現になっています。お話を聞い
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ていると、日弁連の方も法人化を許容さ

れているということでございますので、

何が隘路で手間取っているのか、その辺

ちょっと教えていただきたいと思いま

す。

〇日弁連(久保井会長) 髙木委員の御質

、 、問の趣旨は 弁護士の懲戒制度について

懲戒委員会の結論に不服がある場合は、

当該弁護士会の会員は、司法機関に訴え

を起こすことができるのに、ユーザーの

方は懲戒委員会がお構いなし、つまり懲

戒せずというような結論を出した場合に

は、それを訴える方法がないのは、バラ

ンスを失するのではないかというような

御質問だったと思いますが、よろしいん

でしょうか。

委員のおっしゃることは十分に理解で

きます。これは懲戒処分の当事者が会員

だということからそうなっておるわけで

すけれども、このままでいいということ

については問題があると思います。した

がって、市民の代表によって再審査をし

て、その再審査の結果、弁護士会に対し

て懲戒を勧告してもらう。これは懲戒す

べきだということで勧告をしてもらうよ

うな制度、そういうものについては検討

していかなければならないのではないか

と考えております。

・・・ 略）（

〇竹下会長代理 ・・・ 略）もう一点（

は懲戒制度で、これは弁護士自治の問題

でもあるし、勿論、裏返しとして弁護士

倫理の問題でもある。しかし、国民の弁

護士に対する信頼性の問題でもあるとい

うところでお伺いしたいのですが、この

点について三つくらいの要望ないし質問

があります。

一つは、先ほど水原委員がおっしゃっ

た綱紀委員会への第三者の議決権を持っ

た参加ということで、これは是非そうい

う方向で御検討願えないかという要望で

す。

もう一つは、これは弁護士自治組織の

中でやっておられることで、非常に難し

いとは思うのですけれども、懲戒委員会

の審査をもう少し弾劾構造化すると言い

ますか、現在は、綱紀委員会は訴追機関

ではありませんから、懲戒委員会では委

員全員が自ら調べて、果たして法令違反

があったか、弁護士倫理違反があったか

という判断をしておられるのだと思いま

す。だれも被審人というか、懲戒手続の

対象となった人に対して、容疑事実を証

明して責任を追及するような立場の人が

おられないわけですね。懲戒委員会は、

殊に第三者も委員として入っております

から、公正にやっておられるとは思うの

、 、ですけれども 国民の目から見たときに

やはり仲間内で寛大にやっているのでは

ないかと疑われることになると思います

ので、その点についてはどのようにお考

えかを伺わせていただきたいと思いま

す。

、 、もう一つは それと関連するのですが

現在、綱紀委員会なり懲戒委員会がいろ

いろ調査権を持っておられるのですけれ

ども、具体的にはどの程度のことを調査

しておられるのか。恐らく懲戒請求権者

から資料は出てくると思うのですけれど

も、ほとんどそれだけを中心にして審査

をやっておられるのか、あるいは綱紀委

員会なり懲戒委員会なりが、もう少し積

極的に補助機関のようなものを使ってい

ろいろなところから資料を集めて判断材

料にしておられるのか。その点は、私は

全然実情を知らないものですから、お伺

いしたいと思います。

以上です。

〇日弁連(久保井会長) ・・・ 略）（

それから、懲戒制度について、綱紀委員

会の参与員を委員に昇格させて議決権を

与えるべきではないか。

〇竹下会長代理 その点は先ほども水原

委員の質問にお答えいただきましたの

で、私からも御要望申し上げるというこ

とでお答えは結構です。

〇日弁連(久保井会長) 本日そういう御

意見をいただいたということを持ち帰り

まして、検討はさせていただきたいと思

います。

それから、懲戒手続が弾劾構造になっ

ていないから、検察官がいないので甘く
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なるんじゃないかということですね。そ

れは綱紀委員会の調査の結論に基づく起

訴状と言いますか、懲戒処分の申立書が

ありまして、それに関係書類とか証拠が

付けられていますから、一応はそういう

構造になっているんです。より弾劾構造

を、法廷における検察官のような役割を

果たす人があった方がいいという御意見

は十分理解できますが、恐らく制度をい

じらなくても、運用としても工夫の余地

があるんじゃないかと思いますので、検

討させていただきたいと思います。

それから、懲戒委員会なり綱紀委員会

の調査権はどの程度の作業をしているの

か。これは警察とか検察庁みたいに強制

調査の権限がありませんから、応じなか

った場合の資料の提出とか出頭とか、あ

るいは証言、そういうことについて非常

に弱いというのは残念ながら御指摘のと

おりで、では、これはどうできるかとい

うことになりますと、協力義務を会則で

明記するとか、そういうことに違反した

場合には、それ自身を懲戒事由にすると

かいうことはできると思います。警察や

検察庁と同じような権限を弁護士会に与

えることはちょっと難しいと思いますけ

れども、しかし、先生のおっしゃること

は十分に理解できますので、いろいろ検

討させていただきたいと思います。

第２９回審議会( )12.9.1
・・・ 略）（

〇藤田委員 財団法人日本法律家協会と

いうのがございまして、これの英訳名が

ジャパン・バー・アソシエーションで

す。会員数が二千数百人だったと思うん

ですけれども、私は常任理事をしている

ので、一生懸命会員の増加運動をやって

いるのですが、なかなか思うようにいか

ない。全体を統括する団体があるのが望

ましいのですけれども、早急に実現する

というのは難しいかなという気もいたし

ます。

ところで、弁護士倫理に関しての懲戒

手続の点なんですが、私はかつて東京の

ある弁護士会の綱紀委員会の参与員を５

年務めまして、その間随分たくさんの案

件の審議に関与いたしました。全体的に

は、非常に厳正にやっていらっしゃると

いう印象を受けました。倫理的な問題と

して、そこまで厳しく言わなくてもいい

のではないかという感じを受ける案件も

あったくらいでございまして、参与員に

は学者、検事、判事、それぞれ２人ずつ

くらい入っていたと思いますが、そうい

う形で審議いたしまして、内容について

は厳正に自らを厳しく律するというふう

にやっていらっしゃるという印象を受け

たのです。そうだとすれば、前回、久保

井会長に水原委員がおっしゃったよう

、 、に 評決権を与えてもいいのではないか

そうしても障害が生ずることは実態とし

てないのではないかと思います。それか

ら、市民代表的な方もその中に入れると

いうことが一層透明化や信頼感の醸成に

役立つのではないかなと感じました。

〇井上委員 私自身、第二東京弁護士会

の参与員をさせていただいた経験があり

まして、そのときの印象も、一般的には

今、藤田委員がおっしゃったとおりなの

ですけれども、その参与員というのは、

いろんな経緯があって、部外者が議決権

がないけれども審議に加わるという形で

その制度ができたと承知しております。

そのときの印象でも、全体としては、

自らを律する方向で厳格にやっておられ

ると思いましたが、そこでは事案は非常

に整理された形で全体の委員会と言いま

すか、綱紀委員会に出てくるんですね。

そういう報告を伺って我々が意見を言う

という形でして、その前の段階の事案の

調査は弁護士さんたちがやられる。結果

として厳格にやっておられるとは思うの

ですけれども、そういう全体の仕組みの

中にもう少し外の人を実質的に入れて、

結果も外に出した方がいいように思いま

す。綱紀委員会のところでふるい落とさ

れる事案がほとんどなんですが、そこで

落ちてしまいますと、懲戒委員会の方に

は掛かりませんので、一種の検察のよう



- 8 -

資料４－１

なところなのですけれども、その辺もも

う少し、藤田委員がおっしゃったような

方向で一般の人の参加を強めていった方

が、弁護士会としてもいいのではないか

という感じがします。

〇佐藤会長 綱紀・懲戒手続の一層の透

明化・迅速化・実効化ということです

が、具体的にどういう制度設計なんでし

ょうか。

〇鳥居委員 再度申し上げたいんですけ

れども、資料の ページの下半分のと10

ころに二つ●（黒マル）がありますが、

２番目の●は私の前の発言ですが、医道

審議会という第三者機関で医師の免許証

の剥奪もあり得る制度になっています。

こういう最終的な懲罰行為をどの組織で

行うのが一番よいか。それから、法曹の

自律というのを、法曹三者を含めた自律

行為として考える方がいいんじゃないか

なというのが私の考えでして、それでこ

れを前から申し上げたんです。しかし、

残念ながら今のところは●なんです。

〇吉岡委員 鳥居委員から医道審議会の

話がありまして、私もどんなものかと思

って、調べてみたのですけれど、これは

厚生省が任命をして、かなり幅の広い人

たちが数もかなり多いのですが、そこで

決定をするということになっていまし

て、メンバー構成は非常に配慮がされて

いると思いました。ただ、弁護士の場合

に注意しなければいけないのは、どこか

の役所が組織したところで決めていくと

いうことになりますと、弁護士自治とい

うことで非常に問題があるんじゃないか

と思います。その辺をどうクリアーして

いくかということろが一番気になるとこ

ろです。

〇佐藤会長 医師会の場合は、法律上の

根拠に基づく弁護士会のような形にはな

っていませんね。

〇鳥居委員 そうですね。

〇髙木委員 日本医師会自体は強制加入

団体じゃありませんし、そういう意味で

は懲戒だとか何とか言うことを直接会と

して規制されるような機構が想定されて

おりません。ただ、医師国家試験という

か、国家資格を与えられて、その資格の

下に業を成すという意味で、日本医師会

が任意団体的ですから、政府の中でそう

いうものをチェックせざるを得ない。そ

れが日弁連のような強制加入としている

団体の義務の中身の違いですから、どち

らがいいか悪いかは、団体のそもそもが

、 。違うんで 決めつけられないと思います

それに今、吉岡さんがおっしゃったよう

な側面と両方あるんじゃないでしょうか

ね。

〇佐藤会長 その在り方については先ほ

ど来、いろいろ御意見が出ておりますけ

れども、更に今後検討を要するというこ

とかと思います。この段階では、何回も

言っておりますけれども、綱紀・懲戒手

続の透明化、迅速化、実効化を図ろうじ

ゃないかという辺りで、よろしゅうござ

いましょうか。

・・・ 略）（

第４４回審議会( )13.1.23
○水原委員 ・・・ 略）もう一点は、（

いろいろな御意見のある弁護士会におい

て、綱紀・懲戒制度について、先ほど会

長先生から御報告をいただきました。ま

た、このプレゼンテーションの資料を拝

見いたしますと、大変な御苦心をなさっ

て、いろいろな改善に向けての努力をな

さっていることは非常によく分かりま

す。

勿論、これから努力して、透明性、公

正性、そういうものをやらなければいけ

ない。それから、短期間で処理もしてい

かなければいけない。そうすべきである

ということはおっしゃっていただいてお

るんですが、具体的にどういうふうな機

、 、関で どういう形になるのかというのが

実は私はこの資料を拝見いたしましても

はっきりいたしません。掛け声が非常に

よく聞こえてまいるんですが、具体的な

ところがはっきりいたさないわけです。

先ほど太田課長からもありましたけれ

ども、私も前回の審議会で配付していた

だきました 規制改革についての見解(抜「

粋) 、これの ページを見まして愕然」 296
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といたしました。先ほど太田課長が述べ

、 。たので これは困ったことになったなと

同じことを言って恐縮になるなと思うん

ですけれども、これの中ごろによります

12と、規制改革委員会が平成元年から

年までに繰り返し懲戒を受けた弁護士さ

んが 人いる。中には１人で４回懲戒56

を受けた人もいる。また、平成 年中11
に懲戒処分が行われた 件について、53
調べてみた結果、懲戒請求から処分まで

に、先ほどの報告にもありましたけれど

も、最短で 日の審理日数が掛かって266
おる。最長で 日掛かっている。平2,100

788 1,000均で 日掛かっている。中には、

日以上を要しているものが 件ある。10

こういうふうな報告がなされておるわけ

です。これが本当だとすると、えらいこ

とだなという気がいたしました。政府の

委員会の資料ですから、よもやいいかげ

んなことは書いていないと思うんですけ

れども、実は愕然といたしました。

当審議会でも、裁判の迅速化だとかい

ろいろ言われております。いろいろな方

法を考えなければいけないと言っており

ますけれども、こういうことで本当に申

立権者のニーズに応えることができるだ

ろうか。

それから、効率よく懲戒委員会が機能

しているだろうかという疑念を払拭する

ことができないんです。この弁護士の在

り方についてのペーパーを拝見いたしま

すと、今まではボランティアだった、今

後は有給も考えなければいけないという

御提言もなさっていらっしゃいますけれ

ども、やはり審理期間の短縮化、早期の

結論の提示ということが、国民にとって

は非常に求められるんではないかという

気がいたしますので、先ほど姿がはっき

りしませんと申しましたけれども、具体

的に大体の目安は、案件はいろいろ違い

ましょうから、複雑なもの、簡単なもの

違いましょうが、１件についてどれくら

いの審理期間を想定されるのか。今すぐ

ということではございませんけれども、

そういうこともしかるべき時期にお教え

いただければと思っております。

それから、構成の問題ですけれども、

弁護士の数が多いほど望ましいと、諸外

国の例でと書いていらっしゃいますけれ

ども、陪・参審の問題、それから検察審

査会の問題等々、いろいろ取り上げられ

ておりますその構成を見ますと、国民の

声を聞く制度においては、多くの国民か

ら、多数のものを入れようじゃないかと

いう御意見でございますので、この点に

ついても、やはり弁護士会の自立性を尊

重しながらも、構成は弁護士さんの数よ

りも、外部の者が多い方が望ましいんじ

ゃないかという気がいたしますので、そ

れについても御検討いただければと思い

ます。

以上、意見やらお答えをいただく事柄

やら混ぜてお尋ねいたしました。長くな

りました。

○日弁連(久保井会長) ・・・ 略）そ（

れから、３番目の、綱紀・懲戒につきま

しては、これは弁護士会といたしまして

、 、は 大変恥ずかしいことでございまして

「 」昨年 月の 規制改革についての見解12

の ページに書いてある指摘は、恐ら296
く間違っているわけではないと思います

ので、こういう状態であってはならぬ、

一日も早く改革をしなければならぬと思

っております。

今日申し上げました改革の方向とか内

容につきましては、早速本年度の執行部

において、その作業に着手するための組

織をつくりまして、どんなスケジュール

でどうするかということについて現在検

討しております。いつまでにするという

確定期限を切ってここで御説明できない

ことは申し訳ないですけれども、この中

には会則の改正を要するものとか、ある

いは要しないものとか、いろいろありま

すので、中には弁護士法の改正を要する

ようなものもありますから、これについ

ては法務省にまたお願いしなきゃいかぬ

ということになりますし、次年度におい

て、なるべく早い時期に実行に移してい

きたいと思っておりますけれども、いつ

までということについては、今ここで申

し上げることはお許しいただきたいと思
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います。

確かに、懲戒処分が実際になされるま

での期間が長過ぎる。それについては、

もう少し短縮するためには、標準審査期

間というようなものを考えて、それを目

標にやっていくということは、よほど例

外的ケースは別として、十分に理解でき

ますので、そういうことについては、ま

た考えさせていただきたいと思います

が、今のところ具体的な期間について考

えを用意しているわけではございませ

ん。いずれにしても、この綱紀・懲戒に

ついては、一日も早く制度化し、かつ運

用も改正していきたいと思っておりま

す。

・・・ 略）（

○髙木委員 ３点お尋ねします。

まず、公益性に基づく社会的責務の実

践というところで、現在、努力義務的な

感覚を行為義務に直していく、行為義務

であることをお一人お一人が自分の責務

と御認識なさるように変えていかれると

書いておられます。少し失礼な表現にな

るかもしれませんが、法曹三者のあとの

二者の方々の弁護士観、あるいは規制改

革委員会等でのああいう弁護士の皆さん

に対する評価、あるいは国民一般も含め

まして、弁護士及び日弁連に対します社

会の目は大変厳しいだろうと思います。

そういう中で、裁判官の給源の多様化、

多元化、あるいはロースクールでの実務

研修の問題等々、日弁連としていろんな

御主張をなさるんですが、そして今日も

いろいろなお考えの表明がありましたけ

れども、多くの方々は本当にこれ日弁連

の中で合意できるのかと疑問に思ってお

られるのではないかと思われます。

もっと言いますと、裁判官になるとい

うけれども、そんなたくさん出てこない

よと、たかをくくられているのが今の実

情じゃないかと思うんです。非常に抽象

的な質問で申し訳ありませんが、そうい

う感じられ方、あるいは物の見られ方に

ついて、御感想のようなもので結構なん

ですが、コメントしていただけないかと

思います。

二つ目は、懲戒について、審査会のよ

うなものをお考えになるというお話がご

ざいましたが、是正勧告について、検察

審査会の議決についても拘束力をという

、 、議論が一方であるわけですから 例えば

懲戒審査会みたいなものをおつくりにな

ったときに、その審査会の合議で得られ

、 、ました勧告については 当然拘束されて

再審査、再審理ということで受け止めて

いいんでしょうかということでございま

す。

３点目は、最初に、最高裁に先ほどペ

ーパーの説明を非常に簡単にやっていた

だきましたが、このペーパーを拝見しま

して、このペーパーの２ページの上の方

に 「中には当事者の準備の懈怠、戦術、

的な引き延ばし、あるいは意図的な逸脱

行動によるものがあることも否定できな

い そして注１が書かれていまして 刑」、 「

事弁護人が、公判審理の進行を阻止し」

云々以下「不可能となったという例など

がある」という、かなりのことが書いて

あるわけですが、具体的にどういう例が

あってこういう記述になっておるのかに

ついてお答えいただきたいと思います。

それから、注２のところの証拠開示云々

の問題、これは今日もし無理なら次回で

結構ですから、この注１、注２に当たる

具体例を資料で出していただけないか、

お願いしておきます。今日口頭で何かあ

りましたら説明いただければと思いま

す。

久保井さんに、今の最高裁のペーパー

に絡んで、例えば、注１でこういうこと

を指摘されている、注２でこんなことが

言われているわけですが、こういうふう

なとらえ方をされる中で、刑事事件の弁

護活動で懲戒処分をされたことがあるの

かないのか。あればあった、あるいはこ

ういうふうにコメントされることについ

て、どんなふうに受け止めておられるの

か、お答えいただければと思います。

以上です。

○日弁連(久保井会長) 第１点の御質問

は、多岐にわたっていますが、例えば、

弁護士任官を推進するとか、ロースクー
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ルについて、実務家教員を養成、派遣す

るとかということについて、本当に可能

なんですかという御質問が中心かと思い

ますが、確かにこれまでは取り組みが十

分でなかったし、また、裁判制度を、弁

護士会が自ら支えていかなければならな

い、担っていかなければいかぬという自

覚が足りなかったために、弁護士任官に

ついても、最も優れた優秀な弁護士を説

得して裁判所に行ってもらうという努力

が十分できていなかった。ただ、希望者

を募るというところから出発して、その

中から適格者を選ぶということだったん

ですけれども、これからは優れた弁護士

の中から、裁判官に最もふさわしい人を

選んで、任官してもらうような体制をつ

くっていく。そもそもこれまでは年間司

法試験の合格者が、つい数年前までは

人ということで非常に少なかったで500

すけれども、これをかなり大幅に増員す

ることに踏み出しておりますので、基盤

が大きくなりますし、それから事務所の

ボリュームが、昔は 人規模の事務所10

というのは少なかったんですが、今は非

常に大型化して、共同化が進行していま

す。それから公設事務所も、最初は心配

したんですけれども、急速に都市型の公

設事務所も盛り上がってきておりますの

で、そういう公設事務所、あるいは共同

事務所がたくさん出てくる中で、任官が

しやすくなってくる。出ていってもまた

帰ってこられますし、そこで訓練された

優秀な弁護士が裁判所に行って、力を発

揮していただくということもしやすくな

ります。そういう意味での基盤整備が非

常に進んでいくと思います。

そういうことを考えますと、弁護士会

が組織的に取り組み、毎年、年次計画と

いうものを立てて、そして適格者を養成

し選考していく委員会をつくり、様々な

支援体制を取るならば、十分に責任を持

って送っていくことはできる。ロースク

ールの教官についても同じことが言える

と思います。勿論、弁護士を事実上やめ

てしまって就任しなければいけないよう

な場合については、裁判官になるのと同

じように大変だと思いますけれども、例

えば、ハワイとか外国のロースクールの

専任の教授などを見ましても、ある程度

弁護士業務をしながら専任教員というこ

とになっているようですので、そうであ

るとすれば、最近の若手は非常にそうい

うことについては意欲を持っています。

大学で後輩を教えるということについ

て。だから、ロースクールの教官の派遣

も十分に成果を上げていくことは可能で

はないかと思っています。

そのほかの公益活動の義務化などにつ

いては、確かに努力義務を行為義務にす

るということについては、私としては、

そういう方向を取らないと徹底しないと

思っています。会則で決めるということ

になりますから、理事会等で異論も出る

と思いますけれども、この辺のことは前

向きに進めていかないと責任が果たせな

いんじゃないかと思っています。大きな

時代の要請、社会の要請というのは会員

には理解していただけるだろうと思って

おります。

２番目の懲戒審査会について、これは

検察審査会を手本にして考えておるわけ

です。その場合の拘束力について、検察

審査会の場合でも、拘束力を付与する方

向にいくとすれば、弁護士の懲戒審査会

も同じように、勧告に対しては拘束力を

持たせるべきではないかという、それは

ごもっともな意見だと思います。

最初の段階はそこまで踏み切るのは困

難だと思いますけれども、今の検察審査

会のような形で制度化した上で効果が全

く上がらないと言いますか、審査会が勧

告しても聞かないようなケースが出てく

、 、るようであれば その次の段階としては

おっしゃるようなことも検討していかな

ければいけないと思います。今のところ

はそこまで私の考えはいっていないんで

すけれども、そういうところでございま

す。

それから、最後の最高裁判所のお出し

になられましたペーパーの２ページにあ

る注１、注２の事例については、多分注

２はどんな事例があったのか、これは想
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像がつきませんで、抽象的な御心配では

ないかと思いますが、注１につきまして

は、最高裁判所の平成７年の判例が基礎

になった事例だろうと推察しておりま

す。滋賀県の大津で発生した案件と聞い

ておりますけれども、暴力団が実力で弁

護士の出廷を阻止した。当初国選弁護人

だったのが、私選弁護に変わったんです

けれども、その私選弁護人も被告人が暴

、 、力をふるったり 威嚇をしたりするので

弁護人としての法廷活動が阻害されてい

る。だから、弁護人が怠慢でやったとい

う事案ではないのではないかと思いま

す。

したがって、このケースは詳しいこと

は分かりませんけれども、弁護士が怠慢

でこういうことをしたとか、あるいは裁

判所の審理を妨害する意図でこういうこ

とをしたんであれば、確かに懲戒が検討

されてしかるべきだと思いますけれど

も、この事案の場合は多分、弁護士とし

てはそういう意識はなかったけれども、

被告人に阻害されたというケースではな

かろうかと思っています。

○髙木委員 それは最高裁が何か答えて

くださるということですね。

○日弁連(久保井会長) 刑事弁護の弁護

活動の怠慢と言いますか、弁護活動の不

適切な行為が理由で懲戒されたケース

は、今、手元に用意しておりませんけれ

ども、ございます。過去の例でもござい

ます。

ただ申し上げたいのは、一つだけ、大

津の事件だとすれば、 年前のレアケ18

ースですからね。たった１件のレアケー

スで全体を論ずるということだけは勘弁

していただきたいと思います。

○最高裁(小池審議官) ここに例を挙げ

ましたのは、具体的事例があったという

ことよりも、むしろ議論する上で、抽象

的にこういった例ならば、逸脱的な活動

ということで議論の対象にすべきではな

いかと。確かに逸脱的な活動が何かとい

うのは、裁判手続の中の活動の評価とい

うのは難しゅうございますので、なかな

か一概には決められない。ただ、注１の

事例につきましては、御指摘があります

ように、最高裁の平成７年３月 日の27
決定をベースにしたものでございます。

今、会長御指摘のような事情があるこ

とは承知しておりますが、それはそれと

して、仮にその中に出ている要素を抽出

したとするならば、それは問題ではない

かという例を挙げたということでござい

ます。

以上でございます。

○佐藤会長 よろしゅうございますか。

井上委員も手を挙げておられるので、今

のに関連して何か。

○髙木委員 例えば、最高裁の平成７年

３月 日の決定、それを言うなら、で27

は、そもそも暴力団による弁護士の出廷

阻止みたいなケース、そういうことにつ

いてどう評価するのか。少なくともオフ

ィシャルなペーパーでこういうものをつ

くられるときに、推論で決めつけた書き

方をするのは問題じゃないですか。

○最高裁(小池審議官) 具体的事例その

ものというよりも、もっと抽象性を持っ

、 。て 例として挙げたということなんです

○髙木委員 上の方は「あることも否定

できない」で、下の方は「ある」と書い

てある。そういう意味では、こういうも

ののお出しになり方、おかしいと思いま

す。

こういうふうに言われていることにつ

いて、日弁連としてどういうふうにお感

じなのかということを答えてください。

○日弁連(久保井会長) このケースは、

私は弁護人の自由意思でこうなったんで

はないから、これをもって御指摘になる

。 、ことについてはどうかと思います ただ

ずっと古い、十何年も前の１件だけで、

レアケースで、通常こういうことがとき

どきあるようなことでおっしゃるんであ

れば、それは事実と違うと思います。

○髙木委員 これは普通に読んだらそう

いうふうに読めますね。

○日弁連(久保井会長) ええ。こういう

ことはありませんからね。 年前に１18
回こういうことがあっただけです。

○髙木委員 それとさっきの検察審査会
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の案件で、その前の懲戒について、これ

は水原さんも、司法参加でも市民をたく

さん入れろと言っているのに、懲戒の方

で、先ほど消費者代表を１人か何か入れ

られるという話があったけれども、少な

くとも裁判に対する国民の参加でも、広

く一般の国民がという議論を今しておる

、 、最中で そのこととの兼ね合いも含めて

懲戒委員会、綱紀委員会、どういう仕組

み方があるのか私もよく分かりませんけ

れども、少なくともかなりの比率でそう

いう人たちが、審査会だけではなくて、

懲戒委員会の方にも入らなければならな

いと思います。それは裁判でさえそうし

ようというときに、水原さんもその辺ち

ょっと指摘されましたが、是非そうして

いただきたいと思います。これは意見で

す。

・・・ 略）（

○水原委員 懲戒処分内容を不服とする

懲戒請求者に対する司法審査請求です

が、これは今では何人も懲戒請求するこ

とができると規定されておりますので、

濫訴の問題も起きる。ただ、こういうこ

とは考えられないかということだけ伺い

たいんです。

現に当該弁護士の活動によって被害を

被ったなどの利害関係者が懲戒申立をし

たときに、裁判所に対する不服の申立を

するような法律措置を講ずるようなこと

をお考えはできないだろうか。それだけ

です。

○日弁連(久保井会長) それは先ほど申

しましたように、検察審査会を手本にし

た懲戒審査会を設けまして、そこで一定

の経過を見ていただきまして、どうして

もそれが機能しないということであれ

ば、そういうことも考える余地はあるか

も分かりませんけれども、しかし、これ

は弁護士の生命線に関わることですの

で、そこはちょっと。

、 、○水原委員 だけれども 日弁連さんは

陪審制を主張して、それで検察審査会の

議決に拘束力を与えろということを主張

しているわけですね。国民に最終的な判

断を委ねることに躊躇するというのは、

日弁連さんが最終的に国民の判断に拘束

力を認めないというのを躊躇されるの

は、どうもおっしゃっていることがよく

、 、分からないんですが その点については

やはり国民の意見を最大限に尊重すると

いう、勇気ある決断をなさるべきじゃな

いんでしょうか。

○日弁連(久保井会長) ただ、裁判官会

議の中に一般市民を入れろという意見は

ないでしょう。事件の審理を素人と専門

家が共同でやるという提案が参審であり

陪審でしょう。弁護士の場合でも、個々

の事件の処理は依頼者と弁護士とが共同

で処理しているわけです。

だから、陪審制なり参審制の主張と、

綱紀・懲戒委員会の中に市民を入れると

いうのとはちょっと次元が違う問題です

ね。それであれば、弾劾裁判とかが裁判

官の場合ありますから、そういうものを

弁護士会の場合でも考えるというならば

分かりますけれども、ちょっと飛躍があ

るんじゃないでしょうか。

○佐藤会長 久保井会長、長時間にわた

ってどうもありがとうございました。

・・・ 略）（

○佐藤会長 では、弁護士の公益性・活

動領域の拡大の問題は、今のようなまと

め方で。今日はきちっとまとめるつもり

はありません。２月２日の全体のまとめ

でまたお諮りしたいと思っていますの

で、今日はラフなまとめ方だというよう

に御理解ください。

そこで、次に弁護士倫理の強化と弁護

士自治の方について少しでも入れればと

思います。

この点については、中間報告では、弁

護士倫理に関する教育、弁護士に関する

苦情の処理、綱紀・懲戒に関する諸手続

など、弁護士の職務の質に関する指導監

督その他の事務にかかる弁護士会の自律

的権能が実効的かつ厳正に行使されなけ

ればならず、弁護士会の諸権能を自律的

に行使する上で、手続の透明化、国民に

対する説明責任の実行、それらの運営・

運用への国民参加など国民の意思を反映

させ、国民の信頼に応える必要があると



- 1 4 -

資料４－１

いうことで、弁護士会による弁護士に対

する指導監督を強化するために必要な具

体的な措置、弁護士会運営への国民の参

加など説明責任を果たすべき具体的方

策、弁護士会による法曹養成における主

要な貢献を行う責務－－これは法曹養成

の方で御議論いただければと思っており

ます－－それから、倫理教育の実効性を

確保する方策、弁護士の苦情処理を適正

化するための具体的方策、更に、綱紀・

懲戒手続の一層の透明化、迅速化、実効

化のために、国民参加の拡充など、これ

ら制度及び運用の見直しをそれぞれ検討

するというようにうたっているところで

あります。こういう方向性を踏まえて、

更に一層具体化するための方策等につい

て御意見を交換していただければという

ように思っているわけであります。

勿論、先ほどと同様に、他の関連する

問題についても、御発言いただくことは

当然ですけれども、できるだけ弁護士倫

理の強化と弁護士自治の問題を中心に御

発言いただければというように思いま

す。

時間も余りなく、途中になるかもしれ

ませんが。

○竹下会長代理 先ほど大分、綱紀委員

会、それから懲戒委員会の在り方、構成

について発言がありましたが、あれは質

疑という形でしたけれども、御自分の御

意見ということですか。

○水原委員 先ほど髙木委員も発言され

ましたけれども、やはり、今の弁護士、

あるいは弁護士会に対して、国民がどれ

ぐらいの信頼を置いておるんだろうか。

その辺り、法曹三者の中の二者は違った

見方をしているということを髙木委員は

おっしゃったが、決してそうではござい

ませんで、すばらしい弁護士さんはたく

さんいらっしゃいます。だけれども、先

ほど規制改革委員会の統計によりまして

も、問題の弁護士さんもいらっしゃるわ

けで、ここで国民に一番近い司法の担い

、 、手である弁護士につきましては この際

目いっぱい思い切った倫理の確立といい

ましょうか、そういうものをやってもら

わなければいけないというのが基本的な

考え方でございます。自治の問題、自主

性の問題もございますけれども、何より

も国民に一番近い司法の一翼を担ってい

る弁護士につきましては、本当に大改革

といいましょうか、目いっぱいの改革を

やっていただくのが基本的な姿勢でなけ

ればいけないと思っています。

○佐藤会長 具体的にどんなことでしょ

うか。

○水原委員 先ほど来申しましたよう

に、もし問題が起きたときのことだとか

ということにつきましては、やはり綱紀

委員会、懲戒委員会の構成の問題もござ

いますし、それに構成の問題は、先ほど

も私が発言しましたが、過半数は国民の

声が反映されるような、そこまで思い切

った積極的な構成を考えるべきであろう

し、それは弁護士以外のものということ

で、裁判官、検察官、学識経験者、その

他、それを含めてそれが過半数になるよ

うな構成を考えるべきでありましょう。

、 、それから 審議期間と言いましょうか

それにつきましても、 日とかとい2,100
うようなことについては大変問題があ

る。これは月に１、２回しか開かれない

のが現状だと規制改革推進委員会は記述

しております。これが現実だとするなら

ば、もう少しできるようにするにはどう

したらいいだろうかと、期日をせばめて

集中的に審議するようにするにはどうし

たらいいだろうか。これは日弁連の御意

見の中にも今までは全くのボランティア

だったので、期日はなかなか入らなかっ

た。これを有償にすることも一つの方策

であろうという御意見を述べていらっし

ゃいますけれども、それも検討しなけれ

ばいけないと思う。

それから、先ほども申しましたような

評決について不服の申立の制度、これは

先ほど会長もおっしゃいましたけれど

も、検察審査会的なことを考えることも

一つの方策でございましょう。しかし、

それにつきましても、やはり構成メンバ

ーを透明にして、公正で、そして迅速に

処理できるようなものをつくって、その
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議決につきましては、拘束力を与えるよ

うな制度に構築することが大事ではなか

ろうか。思いつくまま数点申し上げまし

た。

○中坊委員 先ほど久保井会長が申し上

げていましたように、調査嘱託員という

制度があって、調査する権限がないと資

料が集まってこないわけですから、そう

いうものも要ると思いますし、今、弁護

士会が、先ほど久保井会長がいろいろ提

案、今の水原さんとおおむね一致してい

るわけだろうと思うので、やはりそうい

う方向は私も必要だと思いますね。

だから、基本的にそういう方向で考え

るということは非常に必要なことだと思

う。特に審理期間が長いということはお

っしゃるとおりですし、また、それがあ

いまいになっているということも、弁護

士会としては相当反省しないといけない

と思いますし、そういう意味では、裁判

の迅速と同じように、こちらの懲戒手続

も迅速でないといかぬわけですから、そ

の意味では、今の弁護士会の在り方は確

かに問題があると私自身思うんです。

○竹下会長代理 懲戒委員会、綱紀委員

会の構成の点ですけれども、綱紀委員会

の方も評決権のある第三者の参加が必要

だ、それから、裁判官、検察官、学識経

験者のほかにも一般国民の代表もメンバ

ーを加えるべきだというところまでは大

体御意見が一致していると思いますが、

先ほど久保井会長のプレゼンテーション

では、弁護士である委員が過半数を占め

ることが適当と言っておられるので、こ

の点が水原委員と御意見が対立している

ところだと思うのですけれども、この点

はどうでしょうか。

○佐藤会長 その辺はいかがですか。

○中坊委員 非常に難しいところです

ね。確かに、久保井会長の言っておりま

すのもそのとおりです。やはり一般の市

民の方には弁護士という職業がそれなり

に内部でしっかりやっているということ

が御理解いただけていないというところ

があったりして、そういう意見が出てき

ているのではないかという気はいたしま

。 、 、す けれども それが絶対的要件なのか

本当に国民から信頼されるのには、それ

で自分の方は過半数でいいのかというこ

とは、私個人としてはやはり問題だなと

思います。

だから、自分の方が過半数でないとい

けないというのは、私はちょっと問題で

はないかと、私個人としてはそれはちょ

っと問題だなと思います。確かに弁護士

会はそうおっしゃっていましたけれど

も。私は、それはそう言われる気持ちは

よく分かります。分かりますけれども、

それが本当に国民的基盤と、司法を国民

的基盤の上に立てようと言っているとき

に、そのところまで来たら私のところは

、 、というのが その大きな原則からすると

少し通らない理屈ではないかという気が

しますけれども。

○山本委員 そういった弁護士会の内部

の細かい制度についてまで、この審議会

で何かその構想を出すわけではないんじ

ゃないですか。

○佐藤会長 過半数とかそういう問題で

すけれども、審議会としてのまとめ方と

してどうでしょうか。

○山本委員 それもそれぞれ弁護士会の

まさしく自立的な判断でおやりになられ

て、それがオープンになっていればいい

んじゃないですか。

○佐藤会長 しかし、この弁護士倫理の

問題は弁護士改革として相当重要な問題

だと思いますが。

○藤田委員 前にも申し上げたんです

が、私は弁護士会の綱紀委員会の参与員

と懲戒委員会の委員を何年間かやりまし

たけれども、私が関与した限りにおいて

は非常に厳正にやっていらっしゃる。

それで、年末の懇親会のときに随分厳

正にやられますなと言ったら、いや、あ

なた方がいますからねと言われました。

それなりの存在意義があるのかなと思う

んですが、弁護士さん自身から聞いた話

では、地方で規模の小さい会になると、

かばい合いみたいなものがないわけでは

ないというようなこともありました。そ

ういう意味で、委員会の中に一般国民の
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代表を入れる。現在は、学識経験者とい

うと大抵大学教授の方ですけれども、そ

れ以外の一般国民の方も入れた方がいい

と思います。どういう構成、人数にする

かという点については、山本委員のおっ

しゃったような問題もありますし、仮に

懲戒手続に付さない、あるいは懲戒しな

いということになったときに、被害を受

けたと主張している人に、司法審査とい

うか不服の申立の機会を認めるかどうか

ということとも関係があると思います。

ですから、もしそういうようなルートも

、 、認めるのであれば 委員会の構成自体は

それほど神経を使わずに、弁護士会の自

治の方に任せてもいいのかなと思いま

す。

○髙木委員 かなりレベルの高い自治を

弁護士法で保障されているわけですね。

自治が、国民からもそう問題なくあるレ

ベルにきちっと担保されているという認

識に立つのかそうでないのかによって、

大分議論が違うんだろうと思います。

それで、確かに日弁連のペーパー、あ

るいは先ほどの久保井さんの話は、外国

を見てもそれはよその人間が入ってき

て、ギルドの中のことは余り引っかき回

さないよという御趣旨の話をされたんで

すが、自治の中の議論だけでこの問題を

議論することではいかぬという意味で、

私は今日審査会や何かの発想も、外の空

気も吸った上でという発想かなと思っ

て、あの話は聞かせていただいたんです

が。

○佐藤会長 途中ですけれども、ペーパ

ーで言われている懲戒審査会は市民代表

により構成する組織ということでしょう

か。

○髙木委員 その辺まではどうか分かり

、 、ませんが ともかく中だけではいかぬと

外の空気もたまには吸ってくださいとい

うことがなければ、自治は、完全に内部

だけで自治機能を負うんだということに

はならないだろうと、そんなふうに今日

の議論は私聞かせていただいたんです

が。

、 、○中坊委員 ただ もし弁護士会が自治

特にある程度弁護士会の過半数とおっし

ゃるのも、非常に権力との問題が非常に

出てきたようなときに、まさにおっしゃ

ったように、すべてが多数でよいのかと

いう問題点は、やはり弁護士の本質の部

。 、分においてはあるわけなんです だから

確かに、今、藤田さんのおっしゃったよ

うに、私も綱紀委員会に出ても懲戒委員

会に出ても、弁護士会の方がむしろ厳し

くて、一般の人の方がまだ緩いのではな

いかという感覚のときがあるぐらいで、

そう今弁護士内部でやったから、確かに

なれ合いに近いということはない。しか

し、同時に国民から信頼されるという意

味では、そうなんだけれども、自治とい

うものは何のために自治があるかという

ことになってくると、今言うように、懲

戒問題が出たときに権力との問題で、そ

こで非常に大きな問題があるわけです。

だから、久保井さんが言うように、弁

護士でないと分からないと言っている部

分は、つとめてそこの権力に弁護士が対

抗してやったときに懲戒問題が出て、そ

れに対してそちら側が過半数でよいのか

という問題が提示されているということ

だという気はするんです。

懲戒審査会というのは市民でできて、

その意見は一応尊重するというところま

では、私は弁護士会もそこら辺までは考

えないと、国民的基盤のときに、いや、

私らだけで決めますというわけには、も

ういかないと思いますね。

○髙木委員 中坊さんの言われたことに

加えて、懲戒委員会の中にもできるだけ

一般の人も入れてやってくださいという

のが国民的基盤を強化するという視点か

ら大切だと思います。

○中坊委員 だから、それが過半数にま

で達しないといけないのかという問題に

ついては、私個人としては非常に、今の

国民的基盤の確立ということだから、私

もそれが結論としては、私個人としては

賛成だけれども、久保井会長が何故そこ

でためらっておるのかという点について

は、今言ったことが権力との対峙という

問題があるので、そこをどう我々は考え
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ますかということも、ここで議論してお

いていただくという必要はあると思うん

です。

○竹下会長代理 この懲戒審査会と仮に

呼ばれているものですが、これは先ほど

の久保井会長のお話では、懲戒を請求し

た者が、結局、懲戒しないという判断に

なったときに、裁判所に懲戒の請求のた

めの訴えを起こすのではなくて、この審

査会で審査をさせるという構想ですね。

○佐藤会長 そういう審査だと思います

ね。

○竹下会長代理 それで、私は、どうも

その方がよろしいのではないかという感

じがするのです。単位弁護士会で懲戒事

由がないと判断され、日弁連に不服申立

をして、それでも結局懲戒事由なしと言

われた場合ですね。その場合に懲戒を請

求をした者が訴えを起こすということを

認めるのは、一種の行政訴訟になるわけ

ですね。懲戒請求人に、そこまでの利害

関係、訴えの利益があるのか。もし、そ

の弁護士に対して損害賠償を請求したい

のなら、これは損害賠償の請求でやれば

よいのであって、懲戒しろということま

で、裁判所に訴えるよりは、こういう審

査会でやった方がよいのではないかとい

う気がします。

○佐藤会長 今日の会長のお話も、いき

なり司法審査でというのではなく、自治

的にやってみてそれがうまくいかなけれ

ば、究極的にはそういう可能性も考えら

れるけれども、まずはこれでやりたいと

いう趣旨なんでしょうね。

○中坊委員 だから、そういう意味にお

いても、やはり弁護士以外の者が過半数

を占める審査会でやるのがよいわけです

ね。

○佐藤会長 懲戒審査会の個所を読む

と、全員が市民代表で構成されるという

ように読めるんですけれども。

○中坊委員 私もそういうふうに聞いて

いますよ。むしろ今の綱紀委員会とか、

その委員会のそれが過半数かどうかとい

うのが問題点ですということを言ってい

るので。

○鳥居委員 今の件なんですけれども、

私は今日の司法制度改革審議会事務局の

追加資料の ページに出ているこの絵19

ですが、これを見ながら先生方の話を伺

っていたんですが、これとどういう関係

にあるんでしょうか。この右上に懲戒委

員会がありますね。それから綱紀委員会

もありますね。

○竹下会長代理 ページの左のフロ19
ーチャートで見ていただくと、綱紀委員

会で懲戒不相当の議決をする。綱紀委員

会から懲戒不相当の議決があると、右下

の異議の申請というところへ行きます。

○鳥居委員 これは現状ですか。

○竹下会長代理 これは現状です。それ

から、あるいは懲戒委員会で懲戒せずと

いう議決をした場合にやはり異議を述べ

る。そうすると、日本弁護士連合会で審

査をするということになるのですが、結

局、日本弁護士連合会として処分をしな

い、懲戒しないということになった場合

にあとどうするかという問題です。

○中坊委員 だから、これは現状でしょ

うね。

○佐藤会長 そうですね。

○中坊委員 今、会長の言った懲戒審査

会というようなものは、この中にはまだ

入っていないんですね。

○鳥居委員 このほかにもう一つ。

○竹下会長代理 却下、棄却のところは

東京高等裁判所に行けないことになって

いますが、そこを東京高等裁判所に、そ

の場合も行けるようにしろという意見

と、そうではなくて、別に懲戒審査会の

ようなものをつくって、そちらで審査さ

せるという構想の対立ですか。

○髙木委員 最高裁のペーパーは、そう

いうことではいかぬと書いている。双方

向性をちゃんと書いてあるわけですね。

○北村委員 裁判所の方に行くというの

をさっきおっしゃっていたんですが、そ

ういうふうにしないでという、何で行っ

てはまずいんですか。

○竹下会長代理 何でしょうかね。懲戒

請求人には、懲戒しろという権利がある

わけではないと思うのですね。損害を受
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けたのならば、その弁護士に損害賠償を

請求すればよい。

○北村委員 それでも収まりませんね。

損害を受けたんだから、何とかしてくれ

という要求だってあり得ると思うんで

す。

○水原委員 今おっしゃるとおりでし

て、民事賠償の問題とは違って、この人

は弁護士としては不適格ですよというと

きに、そういう申立ができる方法を残し

ておかなければいけないだろうというこ

とではございませんでしょうか。

○竹下会長代理 それはそうなのです

が。

○水原委員 それからもう一つは、不利

益処分を受けた弁護士さんは救済を受け

る。ところが、実際に被害を受けたと主

張する被害者又は深く関わっている関係

者につきましては、裁判所に対するそう

いう申立ができないのは、お互いの関係

からしたならば、つり合いが悪いのでは

ないかということでございます。

○中坊委員 それは、今おっしゃるよう

に被害を受けたという苦情を申し立てる

中には裁判所が入っているわけです。こ

こで一番具体的な例は、裁判所が懲戒請

求されるということです。それは多いわ

けです。そうすると、その裁判所にまた

戻るんだということになれば、申立人が

裁判したということになるでしょう。だ

から、今言うように国民に任すべきだと

いうことになってくるので、今おっしゃ

るのに、被害者という個人だけを想定さ

れていると、懲戒しないという処分に対

して不服だというのは、裁判所自体がそ

ういうことをなさることは非常にあるわ

けですから、そこで同じ裁判所がまた判

断するというのはおかしいではないかと

いうことから、今のような考え方が出て

いるんだと思いますよ。

○竹下会長代理 裁判所に不服の訴えを

起こすことを認めるというと、弁護士会

の内部の手続としては懲戒しないという

ことになったのに不服を述べて、裁判所

に懲戒することを求めるのを認めること

。 、 、になるのですね もし それを認めると

今の弁護士自治の懲戒制度の在り方と、

不整合なところがあるのではないでしょ

うか。

○藤田委員 懲戒しないという決定を取

り消すだけであって、裁判所自体が懲戒

するというわけにちょっといきません

ね。裁判所が請求するケースも今まで例

がなかったわけではないけれども、私が

、 、数年間関与した経験では ごく例外的で

一般の私人、特に依頼者からの請求とい

うのがほとんどだと思います。

それと、単位弁護士会で懲戒しないと

いうときに、日弁連に審査請求するとい

うケースは、パーセンテージとして高い

んでしょうか、どうなんでしょうか。日

弁連の方に教えていただきたいんです

が。

○日弁連(水野弁護士) 具体的なパーセ

ンテージは、特に資料はありませんが、

かなりの件数が日弁連に上がってくると

いうことは事実です。

○藤田委員 憎らしいんでやってやろう

というケースも割合多いんですよ。綱紀

委員会ですと、非常にいちゃもんのケー

スが多いんです。敗訴した場合に相手方

の弁護士をやるとか、場合によっては自

分の方の代理人の弁護士をやるという、

お気の毒なというようなケースが３分の

２以上あったと思いますが、そういうケ

ースは懲戒手続にはかかりませんから、

懲戒委員会までかかったというケース

は、ほとんどがクライアントのケースだ

ろうと思うんですけれども。

そういうケースは、現在どのぐらいの

パーセンテージに上るのかと伺いました

のは、東京高裁にたくさん訴訟が出てく

ることになるのかどうかということをち

ょっと考えたもんですから。

○日弁連(岡本弁護士) 正確な数字では

300ないんですが、件数としては、年間

から の間ぐらいが出ているんです。400
○髙木委員 弁護士さんが懲戒を受け

て、裁判所に訴える。裁判所はどういう

資格があってどういう判決をなさるんで

すか。

○藤田委員 ですから、懲戒を請求した
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人が原告で、日弁連が被告になるんです

かね。それぞれが主張、立証して。

○髙木委員 要するに、懲戒された弁護

士さんが原告で日弁連が被告でしょう。

○藤田委員 日弁連の決定の取消しとい

うことになれば、日弁連が被告になりま

すね。そうして、日弁連が懲戒に値しな

いということを主張、立証し、原告の請

求人は懲戒に値するかということを主

、 、 。張 立証して それを裁判所が判断する

○髙木委員 そうすると、懲戒相当・不

当という判決になる。

○藤田委員 もし、懲戒すべきなのにし

なかったということになれば、懲戒しな

いという日弁連の決定を取り消すという

だけだと思うんですね。そうして、差戻

しということになって日弁連がもう一遍

判断する。

○髙木委員 それがまた自分のところに

戻ってくる。

○中坊委員 だから、今、言うように、

先ほどから私が言っているように、その

ときに非常に重要になるのは、懲戒しな

いという決定に対して不服だということ

を言ってくる中には、クライアントとい

う場合だけではなしに、非常に裁判所と

いう場合があり得る、裁判所が懲戒処分

に付さないということにして、不服だと

いう場合が考えられるわけです。そこが

今度は、弁護士会のした分をその裁判所

が判断するということになると、請求人

が裁判するわけですから、やはり理論的

に言って自治というものは全然ないとい

うことになってくるので、これはもう大

変なことになると思いますよ。

だから、それはたまたましかないとか

あるとかの問題ではなしに、制度自体と

してそんなものを導入しようものなら、

それこそ今、竹下さんのおっしゃったよ

うに大変な不釣合いになっちゃって、話

にならなくなると思うんです。だから、

やはり弁護士会が自治でやらなければい

けない。

○井上委員 今の制度でも、裁判所関係

者が請求をして、それで処分をしたとい

、 。う場合 当の弁護士が不服を申し立てる

そうすると裁判所に行くわけで、当事者

的な地位の者が裁判をしてはいけないと

いう理屈だと、それもちょっと問題だと

いうことになり得るのですね、理屈の上

では。

ただ、中坊先生がおっしゃるように、

裁判所の方から不服を申し立てて、それ

で自分のところで裁判するということに

、 、なると その面が余計強調されるという

そういうことだろうと思うのですね。

そのことと先ほど竹下先生がおっしゃ

ったこととはちょっと違って、竹下先生

がおっしゃったのは、裁判所に処分権限

があるのかということで、処分権限がな

いのだから、裁判所としてできるのは、

処分しないという一種の行政処分みたい

なものを取り消すだけである。積極的に

処分するということはできないのに、そ

ういう訴えを認めることに意味があるの

か、またできるのか、そういうことだと

思うのですね。そこは、違う性質の問題

だと思います。

○佐藤会長 今のことに関連して、先ほ

ど局長の方から説明がありましたね、懲

戒制度の国際比較。これを見ると、アメ

リカでは懲戒請求者が裁判所に不服申立

てができる州もあるというような書き方

。 、になっているんですけれども 外国では

日本の場合と異なって、例えば、監督権

が裁判所にあるとか、何かその辺の仕組

みの違い、だれか説明していただけませ

んか。

○事務局(早野主任専門調査員) アメリ

カの場合は歴史的な沿革がございまし

て、もともとは裁判所、その後、最近で

は州の最高裁ですけれども、州の最高裁

判所は法曹資格を付与する権限がある、

ゆえにそれを剥奪する権限もあるという

理解のもとに最高裁判所が懲戒権限を持

っている。

それから、今、問題になっている件で

すが、アメリカの場合においては、正式

の懲戒手続をだれが請求するかという意

味では、その州弁護士会であったりある

いは懲戒委員会が請求することになりま

す。これはいわば刑事手続の検察官役で
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あり、個人の代理人ではなく、公益の代

表者として異議申立などができるのはあ

る意味では当然のことなんですが、今問

題になっているものは、例えば、懲戒委

員会や苦情委員会に持ち込んだ人たち、

依頼者、その方はアメリカでも正式の懲

戒手続の当事者ではないわけで、その方

が今のシチュエーションの中で、最高裁

判所に持っていくことができるかという

ことについては、今確認したところでは

２州がその可能性を認めている、その他

の州に関しては、現在のところ該当する

ものはない。いろいろ調べたところ、懲

戒とはそのようなもの、つまり、しょせ

んは弁護士会の内部規律のことであり、

裁判所でどうこうするような問題ではな

いというのが基本的な考え方なんです。

それがあるところは、ここに書いてお

りますように、イギリスのバリスタの場

合においては、バリスタの自治という問

題がありますので、今のところ資料を出

しましたのは、これを認める。

それらに関して、それぞれ懲戒機関と

、 、懲戒権の所在というところで フランス

日本、ドイツで示しております。

したがって、今の問題に関して、依頼

者などができるかということに関して

は、先ほどのように、だれが請求してき

ているのかということと、公式の懲戒手

続をだれの名前でやるかというのを分け

て、御理解いただいた方が混乱がなくて

よいと思います。

○佐藤会長 フランスの場合は検事長で

すね。

○水原委員 フランスの場合は懲戒権者

は弁護士会であって、そして、不服の申

立は検事長ですね。

○佐藤会長 そうですね。だから、懲戒

請求者は、今議論しているそれではない

んですね。だから、それぞれのところは

何かやはりいろいろ歴史的な背景があり

ますんでしょうね。

○中坊委員 弁護士会の自治というのを

一応前提とする限りは、それが今言うよ

うに、しかも、私はえらいこだわるみた

いだけれども、事例としては、不服が裁

判所ということになり得るという可能性

があるわけですから、それに基づいてそ

ういうものが裁判所でやられるというこ

とになれば、それ自体が仮に少ない稀有

の場合であったとしても、最終的に弁護

士の資格を剥奪するのが、結局裁判所だ

よということになってくれば、何のため

の自治であったかというのが、本当に大

変なことになってくると思うんです。

だから、そういう最終的に裁判所が弁

護士の資格を剥奪するか懲戒処分にする

かどうかの最終権限者だということにな

るというのは、それこそ基本が変わって

くるので大変なことになると思うんで

す。

○髙木委員 そういう意味で、この最高

裁のペーパーのバランスを欠くと思われ

るというコメントについて申し上げれ

ば、今言われたように、もしこれなら不

服前置主義と同じような構造で、日弁連

の懲戒というのはそもそも何なんだとい

うことになります。最終的には裁判所が

判断する懲戒についてもというふうにこ

の最高裁のペーパーは読めるわけです。

バランスを欠くというふうに書いてるわ

けですから、そういう意味では、中坊さ

んがおっしゃった弁護士自治だとか、い

ろいろな経緯で、こういう議論が生まれ

てきておるはずだと思うんです。

○佐藤会長 分かりました。代理も言わ

れたように、事柄はそう単純なことでは

。 、 、ないんですね ここは 今日の段階では

こういうまとめ方でよろしいでしょう

か。司法審査という問題は、理論的に、

将来の課題としてあり得るのかもしれま

せんけれども、今日、ここでの議論とし

、 、 、ては 綱紀・懲戒手続の透明化 迅速化

実効化、国民参加の拡充ということが必

要で、少なくとも当面講じるべき方策と

して、例えば、綱紀委員会ないし懲戒委

員会の構成について、弁護士以外の委員

の割合を増加するということです。それ

から、懲戒請求者が綱紀委員会の議決に

対する異議申出を日弁連に棄却、却下さ

れた場合に、市民代表によって構成され

る機関に、さらなる不服申立ができる制
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度を導入するなど、国民が懲戒決定等に

主体的、実質的に関与する仕組みを考え

る。

また、綱紀委員会の弁護士以外の委員

に評決権を付与する。これはよろしいで

すね。

そして、弁護士の調査、審査への協力

義務を明確化するなど、職権調査の実効

化と、それから懲戒委員会の決定に少数

意見を明示するというようなことも考え

て、透明性の向上を図るということ。

それから、懲戒請求者の手続参加の拡

充。日弁連のペーパーにも触れてありま

すけれども、こうした手続参加の拡充や

これに対する情報提供の強化などの一層

の配慮をする。

それから、懲戒処分の過程、結果等に

関する公表の拡充などを行う。今日のと

、 。ころは 大体こういうところでしょうか

○藤田委員 今、お読みになったのです

と、綱紀委員会で懲戒手続に付さないと

いう決定があった場合に、懲戒審査会に

行くというふうにおっしゃいましたが、

懲戒委員会にかかって懲戒しないという

場合も懲戒審査会にかかるという理解で

よろしいんですね。

○佐藤会長 今日の段階では、苦情処理

とかまだちょっと議論が残りましたけれ

ども、もう５時を回りましたので、この

辺で終わりたいと思います。ここでの大

事な問題については、今日、おおよその

御了解を得たということにさせていただ

きたいと思います。

どうもありがとうございました。この

問題は、先ほどから申し上げておるよう

に、２月２日の審議会で更に御議論いた

だいて 「弁護士の在り方」について全、

体的な取りまとめを行えればというよう

に考えておりますので、よろしくお願い

いたします。

今日は、隣接法律専門職種の関係とか

には入れませんでしたけれども、それは

次回に行わさせていただきます。

第４６回審議会( )13.2.2

○佐藤会長 定刻がまいりましたので、

第 回会議を開会いたします。46
本日は、前々回の審議に引き続きまし

て 「弁護士の在り方」について意見交、

換を行いたいと思います。

それでは、早速、意見交換に入りたい

と思いますけれども、まず最初に、前々

回の審議会の最後の方で、弁護士倫理の

強化と弁護士自治に関する意見交換に入

って、綱紀・懲戒手続の一層の透明化、

迅速化、実効化のための国民参加の拡充

など、制度及び運用の見直しを中心に御

意見をちょうだいしまして、当審議会の

意見のおおよその取りまとめを行いまし

た。しかし、この弁護士倫理の強化と弁

護士自治に関しましては、そのほかに弁

護士運営への国民参加など、説明責任を

果たすべき具体的方策、倫理教育の実効

性を確保する方策、それから弁護士の苦

情処理を適正化するための具体的な方策

などにつきまして、まだ意見交換を行わ

なくてはならないものが残っておりま

す。最初に、これらについて意見交換を

行いたいと思います。

なお、意見交換に入る前にメンション

しておきたいんですけれども、お手元に

「『 』 」弁護士の在り方について (補充書)

というものがあると思いますが、日弁連

から提出されております。これは、前回

の久保井会長からの御説明について、よ

りその趣旨を明確にしたいということで

御提出なさったものであります。後で御

覧いただきたいと思いますけれども、審

議会としてこの趣旨をも踏まえまして、

後日、前々回の私どもの取りまとめを、

より立ち入って整理したいと思っており

ます。

本日も、お手元に前々回の審議会の際

のヒアリングなどの資料をお配りしてお

りますので、それも適宜御覧いただきな

がら、御発言いただきたいと思います。

さっき申しましたように、弁護士会の

運営などについての説明責任の問題、あ

るいは倫理教育の実効性を確保する方

、 、策 あるいは苦情処理などにつきまして

御意見をちょうだいしたいと思います。
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どの点からでもよろしゅうございますの

で、御発言いただければと思いますが、

いかがでしょうか。

前々回、久保井会長の方から苦情処理

の扱い方とか、その他いろいろ具体的な

御提案があったところでありますけれど

も。

○藤田委員 この補充書によりますと、

綱紀委員会が懲戒手続に付さないという

決定をした場合については、懲戒審査会

の審査の対象とするけれども、懲戒委員

会が懲戒請求を棄却・却下した場合につ

いては対象としない趣旨と補充されてお

りますけれども、前回の最後のまとめの

ときに、これは入る趣旨ですねと私が質

問しましたら、会長は入るというように

答えられたと思いますが。

○佐藤会長 前回の弁護士会の久保井会

長の御説明に必ずしも明確でないところ

もあったんですが、これでかなり明確に

なったと思います。これを踏まえて、後

日、前々回の取りまとめを更に立ち入っ

て整理したい、そういう趣旨です。

○中坊委員 そうすると、日弁連が補充

書で出されたように、いわゆる懲戒請求

人が懲戒請求をして、綱紀委員会でも取

り上げなかった。それについては、異議

の申立てを日弁連の懲戒委員会に対して

やった。ところが、日弁連の懲戒委員会

もまた取り上げなかったという場合は、

この懲戒審査会のところへまた出せる

と、そういうことですね。

○佐藤会長 今日提出のものによれば、

そういう趣旨であると思います。

○中坊委員 それ以外の、実際懲戒請求

をして、懲戒内容について、例えば、業

務停止３か月というのが出て、それは軽

過ぎるじゃないかと言ったって、異議の

申立ては日弁連の懲戒委員会にはできる

けれども、それについて、それで相当で

あるという結論が出たら、懲戒審査会に

はもう掛からないということですね。

○佐藤会長 さっき申し上げたように、

今日提出のものはそういう趣旨であると

受け止めております。

○中坊委員 両方ともが審査会に掛かる

ようにおっしゃっていたから、そこが違

うと。

○佐藤会長 先ほど申しましたように、

そういう趣旨のものとして受け止めまし

たけれども、それも踏まえて、後日、前

々回の取りまとめをより整理し、最終的

な取りまとめをしたいということであり

ます。後日また御相談します。

○吉岡委員 前回欠席しましたので、前

回の議論が分からないままに御質問と意

見を申し上げたいと思います。

今日出された補充書もそうなんですけ

れども、私のような一般の市民から見ま

すと、綱紀委員会があって、それも各単

位弁護士会と、日弁連の綱紀委員会があ

り、更に、懲戒委員会、懲戒審査会とい

うことで、その間にどのくらい期間が掛

かるのか、どうなっているというような

ことの理解が、こういう文書ですとなか

なかできにくいんです。できれば、図示

したようなものを日弁連の方で御用意い

ただくと、理解が深まるのではないかと

思いますので、２回目で結論を出すよう

なときに申し上げて申し訳ないんですけ

れども、そのようなことをお考えいただ

くと有り難いなと思います。

○佐藤会長 さっきも申しましたよう

、 、に もう少し立ち入って整理するときに

必要があればそのような材料などをつく

って、その上で御議論していただきたい

と思っております。

○吉岡委員 それから、苦情ですけれど

も、これは一般の利用者、依頼者と言い

ますか、依頼をした人から担当された、

あるいは依頼した弁護士に対して御不満

があるというケースが結構少なくありま

せん。その場合に、ここで言う綱紀委員

会に掛けるとか、それほどおおげさなも

のではなくても、文句を聞いてほしいと

いうことが少なくありません。単位弁護

士会に御相談ということになると思いま

すが、なかなか納得できないという面が

あります。

そういう意味で、一般利用者からの苦

情を気軽に納得のいくような説明を、今

も説明責任ということを会長はおっしゃ
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られたのですけど、そういうところにも

配慮をしていただきたいと思います。

○佐藤会長 そうですね。前々回日弁連

から出され、久保井会長が説明されたペ

ーパーの ページですか 「弁護士会の26 、

苦情処理の適正化のための方策 。そこ」

では、苦情相談窓口に関する整備を行う

とか、いろんな御提案がありますけれど

も、今のような御趣旨をちゃんと受け止

められるようなものをつくっていただく

必要はあろうと思います。

○中坊委員 日弁連の綱紀委員会という

のはあるけれども、法律上の制度ではな

いような説明だったと思うんです。日弁

連の綱紀委員会に今後どういう役割を持

たすのかを検討すべきである。

それから、日弁連に限らず、全国の単

位会の懲戒請求に対する結論が出るまで

の審理期間が長過ぎるというような問題

についても、単位会には一つしか懲戒委

員会はないんだけれども、これを複数に

するといった改善の意見もいろいろ出て

おったんで、そういう点もすべて懲戒手

続が改善されるところをまとめて出して

もらいたい。きちっと出してもらえば、

我々としては、こういう自治の強化と、

これはここでやりますということで言え

ると思うんです。

また、これは日弁連内部の問題でしょ

う。だから、どういうふうに綱紀委員会

を実現するだとか、今後はこうしますと

いうことが、はっきりしてきた方が、我

々としては意見としては出しやすいと思

うから、できればそういうふうに会長の

方からでも日弁連にお願いしてもらえれ

ばいいんじゃないかという気がします。

○佐藤会長 これも前に出されたペーパ

ーの ページ以下のところで、改革の23

基本方向として、苦情案件と懲戒案件の

統合と個性化を図ること、依頼者指向性

・依頼者保護を強化すること、厳格で適

正かつ説明責任にかなう懲戒制度にする

こと、という三つの柱を立てておられる

わけです。これが具体的にどういう姿に

なるのか、本当にチャートでもつくって

いただいて、こういうように変わります

ということを示していただくといいです

ね。

○竹下会長代理 前に出していただいた

資料で見たような気もするのですけれど

も、今までなかったでしょうか。

○佐藤会長 あれは懲戒手続のフローチ

ャートで、苦情処理との関係なども含む

ものだったでしょうか。

○中坊委員 それは現状を示すフローチ

ャートで、今後どうしようとしているの

かということを含めたフローチャートを

出していただいた方が、我々としては分

かりやすいんじゃないか。しかも、統一

的にちゃんと理解できるような、図面も

付けていただいた方がいいのかもしれま

せん。

○事務局長 前々回お配りしました 弁「『

』 」護士の在り方に 関する参考資料(追加)

の ページに、別紙３として、現在の19

「弁護士の懲戒手続の流れ」というフロ

ーチャートを付けています。

○竹下会長代理 現在のものは出ていま

。 。すね どこかで拝見したと思ったのです

委員の構成等も出ていますね。

○水原委員 今のことと同じことか、あ

るいは関連することだと思うんですけれ

ども、日弁連が大変前向きにいろいろ改

革しようとしている御趣旨は、ヒアリン

グの意見書によく出ております。ただ、

例えば、改革をどのようなタイムスケジ

ュールでやるのか。それから、具体的に

なれば、標準処理期間のようなものを策

定する考えがあるのかどうか。これは、

私は前にも申し上げたかもしれません

が、どのくらいの期間で処理することを

目指すのか。それから、先ほど中坊委員

も御指摘になったんですが、綱紀・懲戒

委員の数を増やして、委員会の開催回数

を増やすということだけれども、どれく

らいの人数を増やして、そのうち外部委

員はどうするかという問題もさることな

がら、月に何回くらいやるのか。すなわ

ち、単位会で一つの懲戒、あるいは綱紀

委員会だけではなくて、幾つかのものを

やっていかないと、苦情も含めて、綱紀

・懲戒に対応できないんじゃないかとい
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う感じがいたしますので、その辺りもで

きればお考えをお聞きしたいなと思って

おります。

○佐藤会長 そうですね。前々回、久保

井会長のお恥ずかしい限りだというお話

もあったように記憶しております。

○中坊委員 結局、根本は、懲戒委員会

にしても綱紀委員会にしても、弁護士会

毎に一つしかないんです。だから、幾ら

請求が来てもその一つでしょう。委員会

を複数同じ単位会に置くとか、日弁連も

第１綱紀委員会とか第２綱紀委員会とか

すれば、裁判所の部が幾つかあるのと同

じように消化できる。幾ら標準期間を目

指しますと言ったって、目指す手立てが

分からないですからね。そこまでそうお

っしゃるなら、そういうふうなことを具

体的におっしゃっていただければ、それ

にさらにまた水原さんのおっしゃるよう

に、標準の処理期間を設けるとか、努力

目標にせよ、つくるとか、そういうこと

が出てくると、はっきりしてくるんじゃ

ないかと思うんです。

○藤田委員 綱紀委員会の参与員をやっ

た経験から言いますと、大変厳正にやっ

ていらっしゃるんで、評決権を与えても

いいんじゃないかという意見を前に申し

上げたんですが、今、中坊委員が言われ

たことに関連して申し上げますと、大体

案件ごとに主査の弁護士の方を決めて、

その主査が調査をされた結果を全体の綱

紀委員会に報告をされて、更に必要な調

査がある場合には、これを調査したらど

うかというようなことでやっております

ので、事実上は分担ということで運営し

。 、ております ５年掛かったという事案は

私が経験した４、５年の間では、そんな

事件はまずありませんでしたので、何か

特別な事情があったのではないでしょう

か。

○中坊委員 私個人の意見としては、一

つの委員会の中で主査制度があるのは確

かにそのとおりなんですけれども、もっ

と抜本的に、 件あるとかこの前出て300
いましたね、しかも、これからも数が増

えてきて、懲戒請求も当然多数になって

くるときには、委員会そのものが二つあ

るとか、そういうふうにしないと。とに

かく私も聞いているのでは、日弁連の懲

戒委員会の人などは大変なんです。一つ

でしょう。かなりの人がやっているわけ

で、日弁連の懲戒委員になるというと、

ある程度の経験のある人でないといけな

い。ある程度の弁護士経験を持っている

、 。人が 弁護士の懲戒をしないといけない

若い人がというわけにいかないでしょ

う。かなり年齢のいった大阪の弁護士さ

んで、私が新幹線の中で一番よく会うの

は、日弁連の懲戒委員の先生なんです。

またかというと、またですねと言うてい

ますから、懲戒委員会が一つだというと

ころにちょっと問題があるのかもしれな

いと思うんです。

そういう点も含めて、自治の範囲内で

すから、日弁連が自主的に自治権をどの

ようにして行使して、国民の付託に応え

ますかというところを、しかも、具体的

に答えていただいて、それを我々として

どう思いますかという方が、私はいいん

じゃないかという気がします。

○佐藤会長 ペーパーの ページの下31
から３行目ですけれども 「懲戒委員会、

が全体として一つの審査体を構成し審査

・議決しなければならない現行の制度を

改め、懲戒委員会の審査を、別の案件に

ついて複数の審査体が同時に審査できる

ように改めることを検討する」とありま

すが、こういうことなんでしょうね。こ

れを是非やっていただきたいということ

ですね。

○水原委員 先ほどの審理期間の問題で

すけれども、前回も私、申し上げました

が、平成 年度に懲戒処分が行われた11
件について、規制改革委員会が調べ53

たものでは、平均しますと、１件当たり

年掛かっておるということで、相当2.2
期間が掛かっていることは間違いない。

、5.8 年掛かったものは別いたしましても

相当早く回転できるように。しかし、日

弁連の御意見の中にも、これは無償で、

まさにボランティアで先生方はやってい

らっしゃるわけで、それを有償にするこ
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とも検討しなければならない等々含め

て、非常に前向きの御意見がありました

ので、是非そういう複数体の審査会をつ

くるなど、それらを含めて、より国民の

要望に応えることのできる体制整備をお

願いしたい。

○佐藤会長 弁護士会も随分いろいろな

宿題を抱えておられるということです

が、是非やっていただかないと。

○中坊委員 この審議会との関係では、

自治の範囲内だから、自治にふさわしい

だけの、ある程度まとまったものをちゃ

んと出してもらえれば、我々としても、

これでＯＫですねと言いやすいと思うの

で、最初に吉岡さんがおっしゃったと同

じようなことが、日弁連さんも大変でし

ょうけれども、御努力いただいた方がい

いんじゃないですか。

○佐藤会長 今日は、平山副会長がおい

でです。今日の御議論を踏まえて、後日

立ち入った取りまとめをしたいと思って

おりますが、それに関連して日弁連には

どうぞよろしくお願いします。

苦情処理の辺りはそんなところでしょ

うか。

・・・ 略）（

第６０回審議会( )13.5.22
・・・ 略）（

○石井委員 ページの弁護士倫理の68

ところですが、これは裁判官と同様に、

最後のところに弁護士さんに対しても、

法曹の倫理教育についておっしゃってい

ただいて大変ありがたく思っておりま

す。

それと関連するのかどうかは別とし

て、前にもちょっと申し上げましたが、

懲戒処分を受けた弁護士が司法審査を受

けられるという話がございました。とこ

ろが、逆はだめだという、それについて

はどこかに書いてあるのですか。

○佐藤会長 それは触れておりません。

一応議論して、司法審査については、代

理の方からもお話があって、今の体系で

は直ちには、ということになったのでは

ないですか。

○竹下会長代理 ページの真ん中辺69
りでしょうか 「綱紀・懲戒手続の透明、

化・迅速化の見地から」これこれの見直

しをして 「懲戒請求権者が綱紀委員会、

の議決に対する異議申出を棄却・却下さ

れた場合に、国民が参加して構成される

機関に更なる不服申立ができる制度の導

入 、ここで止まっているわけでござい」

。 、 、ます 今 石井委員がおっしゃったのは

この国民が参加した審査委員会のような

ものではなくて、裁判所に対しても一種

の不服申立をすることができる制度を入

れるべきではないかという御意見です

ね。この前の審議のときにそのようには

意見の集約ができていませんでしたの

で、原案はこの段階で止まっております

けれども、今日そこは変えるべきだとい

う御意見が多ければ、勿論私どもとして

再検討する用意はございます。

○中坊委員 弁護士の立場からすれば、

非常に基本的な法律体系そのものに触れ

てくる問題ですし、やはり懲戒というの

は、基本的に言えば組織の内部における

問題ですから、その懲戒手続が司法審査

を受けるということになってしまうと、

いわゆる弁護士の自治が全部、そこが最

終的に監督するということになるでしょ

う。そうすると、自治というものが全部

崩れてきますから、おっしゃるように簡

単にはいかない。だから、弁護士自治と

いうのはものすごい長い歴史が、御承知

のように元は検事の監督から始まって、

監督権者が検事正になって、司法大臣に

なって、長い間の歴史を経て、やっと戦

後に自治を獲得して、法制度の下で認め

られていることですから、それが今また

最終的に裁判所の監督を受けるというこ

とにつながりますから、これは法体系も

問題だし、過去の歴史から言っても問題

なんです。特に弁護士というのは国家刑

罰権の行使というものに対してでも闘わ

ないといけないという立場になっている

わけですから、これは体系そのものの基

本に触れることだからそうは簡単にはい

かないと思います。

そこは、思いつきでちょっと直しまし
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、 、ょうか 思いつきと言ったら悪いですが

そういうことにはならないと思います。

そこはかなり慎重にお考えいただきたい

と思います。

○吉岡委員 弁護士自治は非常に大切な

ことですから、それは守られなければい

けないと思います。ただ、この仕組みが

素人から見たときに複雑で分かりにくい

んです。分かりにくいために請求した本

人が不満を持つことになりがちなので

す。そういう意味で、もう少し分かりや

すい図か何か作って、相談にいらした方

にお見せして説明するという、そういう

工夫をしていただくと、納得しやすくな

るのではないかと思います。

○竹下会長代理 それはこの前のときに

も問題になって、フローチャートのよう

なものを日弁連の方からお出しくださっ

たものを、ここで改めてお示ししたと思

うのです。

○吉岡委員 ここで示してくださいとい

うことではなくて、相談にいらっしゃる

とか、懲戒請求をするとか、いらした人

が不満を持ってしまうことの一つに、内

容について理解していないという問題が

あるので、これは弁護士会にお願いする

ということです。

○竹下会長代理 一般の方がアクセスし

やすい窓口などに置いておいてほしいと

いうことですね。

○吉岡委員 そういうことで弁護士会が

非常に開かれているという感じと理解で

きるということになるのではないかと思

います。

○中坊委員 確かに懲戒の問題というの

は、しょせんはどうしても仲間うちの処

分じゃないかと思われがちなものですか

ら、よほどその点に関して、弁護士会側

も積極的に開示する必要がある。透明度

を持ったものにし、まず国民に知ってい

ただけるとしないと、基本的に仲間うち

で決めているんじゃないかということに

なる。だからこそ、懲戒委員会も８対７

というところまで外部委員が入ってく

。 、る これには大変長い歴史がありまして

弁護人抜き法案というのが出てきて、国

会で闘われたりとか、いろんな長い歴史

があるんですけれども、そこへそれほど

気張って神経を使うなら、一般国民に対

してもっと開かれた弁護士会にすべきだ

ろうというのは、今、吉岡委員のおっし

ゃるとおりだと思いますので、これ日弁

連の方にも私からよく言っておきます。

○吉岡委員 今、弁護士会で仲裁委員会

というのを各地に持っていらっしゃいま

す。利用が余り多くないということがあ

りまして、これからＡＤＲを広げていこ

うということを考えますと、もっと利用

されるようにならなければいけないと思

います。この問題は昨日で終わっていま

すので、御参考までにペーパーを配付さ

せていただきました。ＡＤＲ本来の在り

方をもう少し考えて、相談員にふさわし

いトレーニングを考えていく必要がある

と思います。どこがやるかは、これから

、 、先のことですから 申しませんけれども

本来のＡＤＲの在り方を考えていただき

たいと思います。

○水原委員 これまでも綱紀委員会と懲

戒委員会の構成について、多くの委員か

ら弁護士以外の者を過半数にすべきだと

いう意見が出た記憶があります。ここで

は弁護士以外の委員の増加ということで

ございますので、これを過半数にすると

いうことについては、相当の方からの意

見があったような気がいたしますので、

この点についてはどうだろうかなという

感じがします。

もう一つは、 ページの○の２つ目68
の・の３つ目に 「懲戒請求者が綱紀委、

員会の議決に対する異議申出を棄却・却

下された場合に」ということに限られて

おりますが、綱紀委員会の議決だけで懲

戒委員会の議決が棄却・却下された場合

は含まれておりませんので、この場合は

双方向性としては、司法審査を受けるの

は別としまして せっかく弁護士会が 開、 「

かれた弁護士会」ということで、一般の

意見を入れた審査会というものを作ろう

という御提言をなさっていらっしゃいま

す。そこには、やはり懲戒委員会に掛か

った案件についても、そこへ不服申立を
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することができるようにしておくのが、

国民により近い弁護士会ということにな

るのではないかいう気がいたしますの

で、ちょっと意見を申し上げます。

○中坊委員 私はそれは困ると思うんで

す。綱紀委員会の議決について、確かに

国民が参加したものをもう一度考えまし

ょうというのは、まさに検察の起訴・不

起訴について、検察審査会がやったとき

に、起訴強制と同じような形で、それは

確かに分かるんです。しかし懲戒という

のは今度は裁判所ですからね。起訴と違

うんです。綱紀というのは起訴の段階で

すからね。秩序維持というのは組織内部

のことですから、それが懲戒委員会の委

員を部外者と弁護士の数をどうするかと

いうのを、長い間弁護人抜き闘争とかい

ろいろあって、やっと８対７、国民が７

となっている。だから、弁護士が勝手に

自分たちで決めるなよ、独善になりはし

ないかということから、８対７という、

１人だけの差にまでなってきておる歴史

がありますので、これは今、水原さんの

おっしゃるようにはいかないんです。

○水原委員 分かります。したがって、

私は今の段階で是非そういうふうに変え

ていただきたいということを申し上げる

のではございません。そういう意見がご

ざいましたので、そういうことも考える

必要があるのではないかということで

す。今、弁護士が総力を挙げて開かれた

弁護士会、透明な弁護士会ということを

目指していらっしゃるわけですから、精

一杯自己改革なさろうとしておるとき

に、私は水を差すつもりはさらさらござ

いません。だから、精一杯やっていただ

いて、なおかつできない場合にというと

ころを私はちょっと危惧しただけでござ

いますので、あえてこだわるものではな

いことを申し上げます。

○竹下会長代理 この問題は非法律家で

ある山本委員や、北村委員も、弁護士以

外の者を過半数にすべきであるという御

意見ですね。その辺は中坊委員のお答え

としては、今の水原委員に対するものと

同じだということですね。

○中坊委員 例えば、今回、既に日弁連

会長がここへ来てお話し申し上げたし、

そのとおりの方向で審議していると思う

んですけれども、綱紀委員会では参与委

員というのは今まで議決権はなかったん

です。今回、新たに綱紀委員会において

は議決権を持つというふうに変える。こ

ちらも変えなさいという答えになってい

るし、それだけ弁護士会も、そういう意

、 、味においては自分とし 自己改革をして

国民の声を幅広く入れていかなければい

けないと努力しているところですから、

その結果も見ていただきたい。

○佐藤会長 分かりました。時間の関係

もありますので。藤田委員、どうぞ。

○藤田委員 水原委員と同じ意見だった

んですけれども、国民が参加して構成さ

れる機関、以前は懲戒審査会となってい

たと思いますが、そこに不服申立てをす

るという制度が、自主懲戒権の放棄であ

るという主張をされている方たちもある

ようですけれども、そうではないと思い

ます。

それから、必ずしも外部委員を過半数

にしなければいけないということはない

と思います。民意が反映できればいいと

思うんですが、その他は将来の検討課題

ということで結構でございます。

隣接法律専門職種のところもいいでし

ょうか。

○佐藤会長 今のところをちょっと繰り

返します。

一応原案でちゃんとやっていただける

という期待の下に、将来を見定めつつ、

それは別途考える可能性は将来あるかも

しれないけれども、まず、ここからスタ

ートするということでよろしゅうござい

ますか。

（ はい」と声あり）「

・・・ 略）（


